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〈論 説〉
欧 州 統 合 の 深 化 ・拡 大 と ソー シ ャ ル ・ヨー ロ ッパ
石井伸一 『現代欧州統合論』に学ぶ
鳴 瀬 成 洋
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は じ め に
「世界平和 は,そ れを脅かす危 険に見合 う創造的 な努力 を,力 の及 ぶ限 り傾 けることなしには
守 ることはで きない。
組織化 された,行 動力のあるヨーロッパが文明に対 してなしうる貢献 は,平 和的関係の維持 に
欠 くことので きない ものであ る。 フランスは これ まで20年 以上 にわた り,欧 州統合 の理念のた
めに闘い,も って平和 に貢献することを常に基本的 目標 として掲げて きた。 しか し,欧 州統合は
実現せず,わ れわれは戦火 を交 えた。
統一 ヨー ロッパ は一 日に して成 らず,ま た,単 一の枠組み によって達成 される もので もない。
それは,ま ず実際の連帯 を生 み出す具体的措 置の積み重ね に よって築かれ る ものであ る。 ヨー
ロ ッパの国々が統合す るためは,フ ランス と ドイツの積年の敵対 関係 が取 り除かれねばな らな
い。取 るべ き行動は,何 よ りもまず フラ ンス と ドイツに関わる ものでなけれ ばな らないのであ
る。
この目標のために,フ ランス政府 は限定的であるが極めて重要な一つの分野 に集 中 してただち
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に行動 を取 るべ きことを提案す る。
すなわち,フ ランス と ドイツの石炭 および鉄鋼 の全生産を,ヨ ーロッパの他の国々が 自由に参
加で きる機構 の中で,共 通 の最高機関の管理下 に置 くことを提案す る。
石炭 と鉄鋼 の生産を共同管理することによ り,ヨ ーロ ッパ連邦の形成に向か う第一段階 となる
経済発展の共通の基盤 がただちに確立 されるはずであ り,ひ いては,長 年にわた り武器の生産に
身をす り減 らし,常 に自ら真っ先 にその犠牲 となって きた地域の運命が変 えられるであろう。
このように して生産共同体が生み出 され ると,明 らか に,フ ランス と ドイッの間のいかなる戦
争 も想像で きな くなるだけでな く,実 際にも不可能 となる。参加する意思 のあるすべての国に対
して開かれた強力 な生産単位が確立 され ると,こ うして統合 したすべ ての国に工業生産の基本 的
要素が平等 な条件で提供 され,経 済発展の現実的基盤が与 え られることになる。
この成果は,生 活水準 の向上,世 界平和の増進 という目標 に貢献するために,分 け隔てな く平
等 に全世界にささげ られる(Patijn1970,pp.47～4g)(1)。
これは欧州統合の 「出生証明書」(平 島2004,P.40)と いわれる 「シューマ ン宣言」(1950年5月
9日)の 最初 の数節 であ る。 ここでは,統 一 ヨー ロ ッパ の建設 が経済発 展 だけで な く欧州の安
定,ひ いては世界平和 に貢献することまで見据えている。
「シューマ ン宣言」 を具体化 した欧州石炭鉄鋼 共同体(ECSC)の 成立(1952年)を 前史 とす る
欧州統合 は,1957年 の ローマ条約 の締 結以 降半世紀 にわ た り,深 化 と拡 大 の歴 史 を刻 んで き
た。 と りわけ,1970年 代 か ら80年 代前半にかけての停滞期 を脱 して以 降,欧 州 は歴史の加速 に
合 わせて統合 を加速 していった。二度の石油危機 後,ECは 構 造調整 において アメ リカ,日 本 に
大 きくに立 ち遅れ長期不況 に陥 り,ア ジアの追い上 げにも危機感を募 らせていた。 この危機 を克
服す るために,1980年 代後半 に域内市場統合 プロジェク トが企 て られた。 これ は域 内の非 関税
障壁 を撤廃 して寡占間競争 を促 し,も って欧州硬化症 を克服す ることを目的とした ものである。
この戦略 は成功 を収 め,1988～90年 にか けてECを 年平均3%の 成 長へ と押 し上 げ た。続 い
て,域 内市場 統合の成果 を通貨 面か ら支 えるた めに,ECは 通貨統合 に着手 した。通貨統合 の
ロー ドマ ップは 「ドロール報告」 に よって与 えられ,1999年 に,15力 国中 イギ リス,デ ンマー
ク,ス ウェーデ ン,ギ リシャを除 く11力 国が単 一通貨ユ ーロを導入 した(ギ リシャは2001年 から
導入)。 ユーロは当初,非 現金分野で用い られたが,2002年1月 には,ユ ーロ紙幣 ・通貨 の流通
が開始 され,そ れが各国通貨 と並行 して流通す る期 間を経 て,同 年3月,ユ ーロが専一的に流通
するようにな り通貨統合 が完成 した。
以上 の深化の過程 と並行 して,EUは 統合の拡大 を図って きた。1973年 に,イ ギ リス,ア イル
ラン ド,デ ンマー クの加盟を承認 した後,南 への拡大(1981年 のギリシャ加盟1986年 のスペイン・
ポルトガル加盟)と 北への拡大(1995年 のスウェーデン,オ ース トリア,フ ィンランドの加盟)を 実現 し
た。そ して2004年5月 には,中 東欧8力 国(チ ェコ,ハ ンガリー ポーランド,ス ロヴァキァ,ス ロ
ヴェニァ,エ ストニァ,ラ トヴィァ,リ トァニァ)と キプロスお よびマ ルタが加盟 し,EUは25力 国
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体制 となった。この第5次 拡大は,冷 戦体制終焉後,中 東欧諸 国が 「ヨー ロッパへ の回帰」 を開
始 した ことに対応 した ものである。冷戦体制の終焉は さらに共通外交 ・安全保障政策の展 開へ と
EUを 衝 き動 か した。
このような統合 の進展 は機構改革 を要請す る ものであ り,EUは,単 一・欧州議定書,マ ース ト
リヒ ト条約,ア ムステル ダム条約,ニ ース条約 を制定 し,そ れ を図って きた。
『現代 欧州統合論』(白桃書房,2005年)は,NHKヨ ーロ ッパ総局(パ リ)特 派員,ロ ーマ支局長
な どの経歴 を持つ石井伸一氏が,欧 州各地で行った現地調査の成果 を生か して,1990年 代以 降
のダイナ ミックに展開す る欧州統合 の状況を活写 したものである。本書 の内容 は,経 済 だけでな
く,政 治,法 律,外 交 ・安全保障にまでわたる広範 なものである。本稿 では,(1)通 貨統合 と雇
用 をめ ぐる仏独 の対立 と協調,(2)冷 戦体制の終焉 によって切 り開かれた統合の新局面である東
方拡大 と共通外交 ・安全保障政策,(3)統 合 の進展 に伴 う機構 改革,(4)欧 州社会 モデルの行
方,の 観点か ら本書 を読 み,そ の紹介 と批評 を通 じて,1990年 代以 降の欧州統合の展 開 とその
問題点 を明 らか にす る。
1.通 貨統 合 と雇 用
1990年 代以降のEU統 合 において最 も光彩 を放つ のは通貨統合 の完成 であろ う。 これ に よ り
約3億 人の人口か ら成る単一通貨 を擁す る単一市場が生 まれた。単一通貨 を導入 したこ とによ り
ユ ーロ地域 は域 内の為替相場 の混乱 とい う不安定要因を取 り除 くことがで きる。 また,巨 大な金
融 ・資本市場 が形成 され,企 業の資金調達 も容易 に行われ る ようになった。 しか し,通 貨統合
は,そ の第3段 階への参加基準である4つ の収敏条件(2)が示す ように,安 定化政策を前提 とす る
ものであ り,し たがって,雇 用の維持や経済成長 とい う国内均衡 と両立す るとは限 らない。その
ため,EU加 盟国にとっては通貨統合の利益 は必ず しも自明で はない し,通 貨統合へ参加す る諸
国の問で も,単 一通貨の安定 と国内の雇用 ・成長の どち らを重視 す るかで対立が生 じる。著者
は,ま ず,通 貨統合 を目前 に控 え,ド イツとの間で様 々な駆 引 きを通 じて協力 を模索す るフラン
ス,政 治改革 を実現 し果敢 な政策を採 って当初 の予想 に反 してユー ロ導入の条件 を達成 したイタ
リア,通 貨統合への不参加 を選択 したデ ンマークの状況 を描写 している。 ここでは,通 貨統合 と
雇用 をめ ぐってフランス と ドイツの間で繰 り広 げ られた対立の協調についてを取 り上 げよう。
1.1.フ ランスの政権交代
1995年,大 統領 に選任 されたジャ ック ・シラクは官僚 出身の アラン ・ジュペ を首相 に任命 し
た。 ジュペ保守 ・中道政権 は通貨統合へ の参加 を国家 日標 に掲 げるシラクの意 を受け,そ の基準
を達成す ることを 目指 して緊縮 的財政政策 を続ける一方 で,競 争力 を強化 す るため に,規 制緩
和,民 営化,社 会福祉の見直 し,公 務員の削減 などを内容 とす る構造改革 を進めていた。その結
果,財 政赤字 の対GDP比 は1993年 の5.6%か ら96年 には4.0%に 低 下す るが,失 業 率 は97
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年 には12%を 超 え,特 に15～24歳 の若年層の失業率 は20%を 上 回 り深刻 な問題 となる。この
ような状況の中で1997年6月 に行 われた総選挙で,ジ ュペ政権 は国民の反撃 に遭い,失 業対策
を公約の第一 に掲 げる社会党が勝利 し,社 会党主導 で共 産党,緑 の党 と連立す る,リ オネル ・
ジョスパ ン首相率いる左翼政権が誕生 した(3)。こう して第3次 コア ビタシオ ン(保 革共存)が 幕
を開ける(石 井2005,pp.18～23)。
ジュペ ・プランに反対 して総選挙 で大勝 した とはいえ,ジ ョスパ ン政権はユ ーロへ の道を引 き
返す ことはで きない。 したが って,左 翼連合 は,通 貨統合へ の参加基準 を達成 す る(と りわけ財
政赤字を対GDP比3%以 内に抑える)と 同時に,若 年層 を中心 とす る雇用対策 を実施す るという二
正面作 戦を遂行す るこ とを迫 られる。財政 につ いて は,1998年 度予算 で,雇 用 関連予算 を増額
す る一 方 で,法 人 税 率 を引 き上 げ,国 防 予算 を削減 して,財 政 赤 字 を対GDP比3%に 抑
え,1999年 か らのユー ロ導入が可能 となった(石 井2005,P.43)。 最大の課題である雇用対策につ
いては,ジ ョスパ ン政権 は,公 的部 門において5年 間で35万 人の雇用創 出 を目指す とともに,
法定労働時間 を39時 間か ら35時 間に短縮 して新た な雇用 を創 出する とい うワー クシェアリング
を実施 した(石 井2005,PP.26～27)。
さ らにジ ョスパ ン政権 は,雇 用問題 はフランス国内の問題 に とどまらず,EU加 盟 国共通の課
題である として,雇 用創 出にEU次 元で取 り組む枠組みを形成す ることに乗 り出す。安定化政策
を前提 とす る通貨統合に参加 しなが ら,雇 用 を維持 し成長 を持続す るために経済政策上の主権を
回復することが フランスの狙 いであ り,そ のためにフランスが採 った方法が,雇 用 政策をEU次
元で制度化す ることである。 しか し,そ こには,ユ0ロ の安 定 を最優 先す る ドイ ッが立ちはだ
かっている。 ドイツは,ユ ーロを磐石 にするため に,厳 しい財政規律 を維持することと欧州中央
銀行(ECB)を 政治か ら独 立 した存在 にす るこ とを要求す る。 これに対 して フランスは,(1)安
定成長協定 を見直す,(2)ECBと 並 んで 「経済政府」 を新 設す る,と い う二つ の提 案 を行 うこ
とによって,こ のような ドイツの姿勢 に懊 を打 ち込んでい く。
1.2.通 貨統合 と財政規律
通貨統合へ参加す る国は4つ の収敏条件 を満た さねばならないが,ユ ーロ導入後 も安定成長協
定によって,財 政赤字 を対GDP比3%以 内に抑 えるとい う財政規律 を守るこ とを求め られる。
そ こで フラ ンス は,新 政権発足 直後 の1997年6月8日 にルクセ ンブルクで 開かれ たEU財 務相
理事会において,ユ ーロを安定 させるために,財 政規律 は欠 くことので きない条件であるとする
ドイツに対 して,成 長 と雇用の問題 も考慮すべ きであるという立場か ら,通 貨統合参加国の財政
規律 を定めた 「安定成長協定を再考す る猶予期 間が必要であ る」(石 井2005,P.31)と い う見解 を
表明 した。その結果,EU統 合 を主導 して きた独 仏枢軸 に軋みが生 じるが,こ の対 立は,6月16
日,17日 にアムステル ダムで開催 された欧州理事会 で,次 の ように修復 され た。す なわち,ド
イッが強 く主張 した財政規律 を定めた安定成長協定は修正 され ることな く採択 され,他 方,フ ラ
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ンスが提唱 した成長 と雇用 の問題は決議 の形で採択 された。こ うして独仏 間の妥協が成立 したこ
とか ら,マ ース トリヒ ト条約 第109条 第J項 に基 づ いて,欧 州 委員会 と欧州通 貨機 関(EMI)
が,1997年 の経済実績 をもとに,各 加盟国の通貨統合参加 の4条 件 の達成状 況につ いて報告書
を蔵相理事会 に提出 し各国に勧告 を行い,98年5月 のブ リュ ッセル首脳理事会で通貨統合へ の
参加国が決定 される運び となる。
他方,フ ラ ンスの提 唱 した成長 と雇用 に関す る問題 は,ア ムステル ダム条約 に雇用条項(第
125～130条)と して取 り入れ られた。従 来のEU基 本条約 は,共 同体 レベ ルの雇用政 策 につい て
の根拠規定 を欠いていた。そ こで,ア ムステルダム条約で は,「 高水準の雇用 を促 進する」 こと
がEUの 目的の一つであることが規定 された(金 丸2004,P.22)。 そ してこれ に基づいて,「 加盟国
お よび共同体 は,経 済的変化 に応 じて調整 された雇用戦略,特 に,熟 練 し,訓 練 された適応力の
ある労働力 と労働市場 を発展 させ るために活動 する」 ω(第125条)こ とと,加 盟国の雇用政策
の調整 をEUレ ベ ルで促進することが定め られた。
こう して雇用政 策は欧州共通の課題 とされ たが,各 国が雇用政策で意味す る内容 は大 きく異
なっていた。 フラ ンスは,雇 用が欧州の最優先事項 となったと受 け止め,雇 用基金の創設 を提案
し各国に新 たな財政支 出を求めた。 これに対 して ドイツは雇用 のための新規 の財政支 出は義務付
けられない という立場 に立った。 また,オ ランダ,イ ギ リスは雇用の改善は労働市場の柔軟化 に
よってなされるべ きだ とい う考えであった(石 井2005,P.35)。1997年6月 のアムステルダム欧州
理事会 を受 けて,11月21日,22日 にルクセ ンブルクで欧州理事会(雇 用サミット)が 開催 され,
そ こで は,就 業能力(エ ンプロイヤビリティ)(5)の向上,起 業支援,環 境 変化へ の適応 能力 の強
化,雇 用機会の平等化 を4つ の柱 とす る共通のガイ ドラインが作 成されるが,雇 用 に対する各国
の姿勢 には依然 として隔た りがあった。EUの 中で も失業率が最 も高い スペイ ンは,財 政支出 を
伴 う政策には消極 的であ り,ド イツは雇用 の共通の 目標値 を設定す ることには反対であ り,イ ギ
リスは就業能力の改善や環境変化へ の適応 能力の強化 に賛成 であった。 このように各国で立場 は
分 かれた とはいえ,行 動計画のためのガイ ドライ ンは,EUの 枠組 み として機能す るようになっ
た。
1.3.ECBと 経済政府
安定成長協定の見直 しと並 んで,フ ランスが行ったもう…つの大 きな提案は,経 済政府の新 設
である。経済政府 とは,ユ ーロ圏の経済政 策の調整 を行 う超国家機関である。単一通貨導入後,
ユ ーロ圏は欧州 中央銀行(ECB)に よって統括 される共通 の金 融政策 を実施 す るこ とになる。
ECBと 各 国中央銀行か ら構成 される欧州中央銀行制 度(ESCB)の 主要 な 目的 は,物 価 の安定 を
維持することであ り(ア ムステルダム条約第125条),そ の他 の 目標 は物価の安 定 に従属 する(6)。そ
の ため,経 済政策上の主権 を回復す ることを目指す フラ ンスか ら,ECBと 並んでユー ロ圏の経
済政策の調整 を行 う経済政府 を新設する という提案がなされたのである。経済政府の設立 はフラ
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ンスの国家 的利 害だけでな く,欧 州統合 の展 開契機 とい う見地か らも理解 されね ばな らない。
ジャン ・モネやロベール ・シューマ ンは 「最低 限の機構 を持つ特定分野における協力は,新 たな
超国家機構 を持つ政治分野に溢 出効果 を招 く」 と信 じた。言 い換 えれば,経 済統合 は,一 つ の課
題の解決が別の解決を必要 とする課題 を生 むとい う形で前進 してい くものであ る。 そうであるな
らば,「 経済通貨同盟 を成功 させるためには他の分野での新 たな超 国家機構,例 えば,財 政や雇
用政策の分野に欧州経済政府 といった機構 が必要」 となる。 また,各 国の独 自の財政政策が存在
しなが ら全体の連邦予算が存在 しない状態では,経 済通貨 同盟 内で経済政策の調整を行 うことは
困難 であ り,経 済政策の調整機 関が必要 とされる(石 井2005,P.38)。
この問題 については,独 仏 の交渉の結果,ECBは マース トリヒ ト条約 に規定 されている通 り
他か ら干渉 を受 けない独立 した存在 とされるLで,ユ ーロ圏の経済政策 を調整す る非公式の場
として 「ユーロ理事会」を設ける とい う形で決着が図 られた(石 井2005,P.47)。
フランスに よる経済政府設立 の要求 とは,各 国政府 により景気対策 として用 い られて きた財
政 ・金融政策が通貨統合に より手足 を縛 られるために,EUレ ベルでのマ クロ経済政策の遂行 を
求め ることである。 しか し,こ れは実現 されているとは言 えない。景気対 策は各国の財政政策に
委ね られてお り,EUの 二大国である独仏が ともに,2002年 以降,安 定成長協定に定 められた限
度である対GDP比3%を 上回 る財 政赤字 を続 けている状態であ る。1997年 の欧州理事会 は,
そ こで独仏 の妥協が成立 した とい うよりも,実 現可能性 の乏 しい経済政府の設立 を認めるこ とと
引 き換 えにマース トリヒ ト条約 に定め られた制度的 ・経済的規定の再交渉 を許 さず ドイツ的政策
への収敏 を強制 した ドイツの立場の強 さ(そ して,そ れにドイツ自身が苦しんでいる)を 示 した もの
と言 うべ きであろう(7)。
著者が描 いている,ユ ー ロの安定を最優i先す る ドイッと,通 貨だ けでな く雇用 にも同等 の重 き
を置 くフランスの対立は,EU全 体の縮 図である。 この問題 は,欧 州社会モデル について検 討す
る第4節 で再 び取 り上げ られる。
2.EUの 東 方拡大
域 内市場統合か ら経済通貨同盟の形成へ とEUが 統合を深化 させ る過程で,世 界経済の枠 組み
その もの を変 える地殻変動 が生 じた。それは言 うまで もな く,1989年 の東欧諸 国の民主化 革命
に端 を発するソ連 ・東欧社会主義の解体である。冷戦体制の崩壊 はEU統 合に新たな領域 を開い
た。社会 主義の束縛か ら解放 された東 欧は中東欧 と呼 ばれる ようにな り,「 ヨー ロ ッパへ の回
帰」 を開始 し,EUの 版図は東方へ と拡大 した。 また,冷 戦体 制の崩壊 によ りEUは 大西洋 同盟
を基軸 にした従来の安全保 障体制の 限界 を認識 し,共 通外交 ・安全保障政 策 を開始する ように
なった。著者 は冷戦体制の終焉が もた らした この二つの問題 を考察 している。
2.1.東 方拡大の過程 と特徴
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コメコ ン体制 に組み込 まれ ていた 中東 欧諸 国がEU加 盟 を果 たす までの過程 を追 ってい こ
う(8)。ソ連,東 欧諸国は,設 立 当初 か らEECを 社会主義の封 じ込め を目的 とす るNATOの 経済
機 関 とみ な して い た。 そ の た め,EEC/ECと コ メ コ ンは長 い 間 対 抗 関係 に あ っ た。 しか
し,1970年 代 になる と,東 西の緊張緩和(デ タント)の 進展 に伴 い変化が現 れ,1973年,両 者の
間で外交関係 を樹立 し関係 を緊密化す るための働 きかけが コメコン側 か らなされた。 また,1974
年には,ECは コメコ ン諸 国に対 して貿易協定の締結 を呼 びか けた。 しか し,ル ーマニア以外は
これに応 じようとせず,協 力関係が制度化 されるこ とはなかった。ECと コメ コンの関係が恒常
化するのはゴルバチ ョフの登場以降である。 ゴルバチ ョフは 「欧州共通の家」構想 を掲 げ,両 者
の間に恒常 的関係 を構築する ことを目指 した。 この ようなソ連 の方針転換 に よ り1988にECと
コメコンの問に協力 関係 が成立 し,89年 にはECと ソ連は貿易 ・協力協定 に調 印 した。
こう してEC・ 東欧間の関係の正常化 が進 む中で,体 制転換へ とつ ながる民主化,自 由化 の波
がポー ラン ド,ハ ンガリー に端 を発 し東 欧に広 が った。ECは この ような流 れ を歓迎 してい た
が,東 欧支援 が本格化す るのは1989年 夏以降においてである。
その第一歩 となったのが,1989年7月 のパ リ ・アル シュ ・サ ミッ トにおいて,先 進24力 国 に
よるポー ラン ド ・ハ ンガ リー経済再建援助(P㎜)計 画が決定 され,ECが そ の窓口 となった
ことである。PHARE計 画は当初,ポ ー ラン ドとハ ンガ リーの市場経 済へ の移行 を支援す るため
のプログラムであ ったが,そ の後,チ ェコ,ス ロヴ ァキ ア,ブ ル ガ リア等11力 国 に適用 され
た。 さらに,1991年,中 東 欧,旧 ソ連 の民 主化 と経 済再 建 を支援 す る 目的で 欧州 開発銀 行
(EBRD)が 設立された。
しか し,PHARE計 画 とEBRDで は中東欧諸国の体制転換 と欧州回帰 に十分対応で きない こと
が明 らか とな り,欧 州協定が結ばれた(1991年,チ ェコ,ス ロヴァキア,ポ ーランド,ハ ンガリ「93
年,ル ーマニア,ブ ルガリア,95年,バ ルト3国,ス ロヴェニアと締結)。 欧州協 定 は,中 東欧諸 国が
EUに 加盟す ることを前提 に,そ のための条件 を整 えることを目的 としてお り,農 産物 と石炭,
鉄鋼,繊 維 といったセ ンシティブ品 目を例外 として,10年 間で,自 由貿易地域 を形成す るこ と
を目指 した ものである。そ して1993年 の コペ ンハーゲ ン欧州理事 会では,コ ペ ンハーゲ ン基準
と呼ばれる,加 盟 に必要 な政治的 ・経済的基準が示 された。それは,(1)民 主主義,法 の支配,
基本 的人権,少 数民族 の尊重 と保護 を保障す る安定 した制度 を持 つ こと,(2)機 能す る市場経
済,EU域 内の市場圧力,市 場の力 に対処 で きるこ と,(3)EU加 盟国 としての義務 を果 たす能
力があること,の3つ である。 ここでは,新 規加盟 国が政治 的 ・経済的条件 を満 たすだ けで な
く,統 合 に参加 しEUに 貢献す るこ とが求 められている(田 中素香1999,P.9)。 コペ ンハーゲ ン基
準が決定 された ことにより,新 規加盟国は,EUが 積み上 げて きた法体系 の総体であ るアキ ・コ
ミュノテール を受 け入 れることを義務付 け られた。
さ らに欧州 委員会 は,1997年,拡 大 に対す るEUの 戦略 を明 らか に した報告書 「アジェ ンダ
2000」 を発表 した。 これ に基づ いてEUは 次 の二 つの基本方針 を打 ち出 した。第一 は,コ ペ ン
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バ ーゲ ン基準の達成度に照 らして,ハ ンガリー,ポ ー ラン ド,チ ェコ,ス ロヴェニア,エ ス トニ
アの5力 国(そ してキプロス)を 加盟交渉対象国 とし,ブ ルガリア,ル ーマニア,ス ロヴ ァキア,
ラ トヴ ィア,リ トアニ アにつ いて は交渉 開始 を見 送 る とい う 「限定 され た拡大方針」(田 中宏
2005,p.64)で ある。第二は,EUの 予算規模 を加盟国のGDP合 計の1.27%に 抑 えなが ら拡大 の
ための資金 を捻出す るという 「ミニマムな財政動員」(田 中宏,同 上)で ある。
「アジェンダ2000」 を受 けて1997年 にルクセ ンブルク欧州理事会 が開催 され,「 限定 された拡
大方針」 に基づいて,上 記の5力 国(と キプロス)を 「第1陣 」 として,1998年 か ら加盟交渉 を
開始す る方針が決定された。 ところが,1999年 のヘ ルシンキ欧州理事会 では,「 限定 された拡大
方針」が修正 され,加 盟交渉 を見送 られた諸国 も 「第2陣 」 として交渉 に加 わ り,条 件 を満たす
国のみが 「第1陣 」 とな ることが承認 された。2001年 の ラーケ ン欧州理事 会で は,ル ーマニ ア
とブルガ リアは2007年 に加盟す ることとされた。2002年 には,中 東欧8力 国とキプロス,マ ル
タの10力 国 との交渉 を終了することが承認 され,2003年4月 に,EUと 加盟候補10力 国は加盟
条約 に調 印 し,す べての候補 国での国民投票 を経 て,2005年5月1日,加 盟が実現 した。
中東欧諸 国の加盟交渉が このように長期にわたったことをどのように評価 すべ きであろうか。
ここで は田中宏の見解 を紹介 してお きたい。PHARE計 画 とEBRDで は中東欧諸国の欧州 回帰に
十分 に応えることがで きない ことか ら,欧 州協定が登場 したが,こ れに基づ く自由化 は,中 東欧
の対EU輸 出以上 にEUの 対 中東 欧輸 出を拡大 し,EU・ 中東欧 間の経済貿易 関係 の非対称性 を
強化 した。 また,欧 州協定 は中東欧の域 内協力,地 域安全保障 を発展 させ る制度的保 障を持って
いなか った。EUは 中東欧諸国に加盟へ の乗車切符 を保 障す るので はな く,中 東欧諸国 を周辺部
に放置 した ままにしたのであ り,中 東欧の安定化 と近代化や社会政治的不満 に対処 しうる枠組み
を提供 し得 なかった。EUに とって欧州協定は 「最 もリスクが少 な く,コ ス トのかか らない選択
肢であった。」 コペ ンハーゲ ン基準の提示後 もEUは 加盟受入れ対 策 を小 出 しに出 していったの
であ り,加 盟 に向けて本格的に動 き出す のは1997年 の 「アジェ ンダ2000」 の発表以降である。
以上か ら,田 中は,加 盟が極めて長期の過程 となったの は,中 東欧側 にのみ帰せ られ るものでは
な く,EUが 中東欧に対す るグローバルな戦略を持 っていなかった結果で もある,と 結論付 けて
いる(田 中宏2005,PP.59～66,P。92)。
2.2.第5次 拡大 とEUの 制度改革
第5次 拡大に伴 うEUの 制度改革 として,ニ ース条約の成立 と共通農 業政策(CAP)の 改革 を
取 りヒげよう。
2.2.1.意 思決定方式 を巡る機構 改革
加盟 国の拡大 はEUの 意思決定 を困難 にする。中東欧10力 国とマルタお よびキプロスの12力
国の加盟 を見据 え,ニ ース欧州理事 会 において,2000年12月11日,夜 を徹 した調整が行 われ
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た結果,次 の ような機構政 革 に関す る合 意が成 立 した(石 井2005,PP.95～99,P.215,円 中素香他
2001,pp.152～153,ブ リュッセル ・センター-2003)。
(1)特 定多数決の方式 の改定。加盟 国が27力 国に拡大す ることを前提 に,閣 僚理事会 におけ
る特定多数決の票配分 と方式が見直 され,大 国に有利 となった。
(2)特 定多数決の適用分野の拡大。新 たにf移 民 ・難民,サ ービス貿易 ・知的所有権,構 造基
金,環 境な ど新たに35の 分野で,特 定多数決 によって意思決定がな されるようになったが,焦
点 となった次の5つ の分野では,条 件付 きで特定多数決が適用 されるか,特 定多数決の採用が見
送 られた。移民 ・難民政策では2004年 か ら,地 域振興 を図 るための構造基 金に関す る政策 につ
いては2007年 か ら特定多数決が適用 されるこ とになった。サ0ビ ス貿易 ではフランスの要求 を
容れて,映 画,ビ デオの輸入 は特定多数決の適用外 とされた。 また,税 制 と社 会保障 につ いて
は,イ ギ リスの反対で全会一致制が維持 された。
(3)欧 州委員会の構成の改定。従来,欧 州委員会 は,独,仏,英,伊,西 よ り選 出 された各2
名,他 の10力 国 よ り選 出 された各名 の計20名 の委員で構成 されてい たが,2005年 か ら1国1
委員制 となった。加盟国が27力 国 となった時点で,委 員 の上限を27名 未満 に固定す る決定 を行
い,委 員は平等 な輪番制に基づいて選出 されることになった。
(4)「 強化 された協 力」 による先行統合。アムステルダム条約では 「柔軟性 の原則」が導入 さ
れ,全 加盟国が同 じペ ースで統合 を進めるこ とが困難な場合 に,過 半数(8力 国)の 加 盟国の参
加によ り特定の分野 につ いて政策統合を先行 して行 うとい う 「緊密 な協力(closercooperation)」
が認め られた。ニース条約では名称が 「強化 された協力(enhancedcooperati。n)」 に改め られ,そ
の発動条件 を緩和 して,加 盟国拡大後 も8力 国の参加で先行統合 が可能 となった。
(5)加 盟 国が27力 国に拡大す ることを受けて,欧 州議会 の議席数の上限が700か ら732に 増
や された。現加 盟国の総議席数は632か ら535に 減 らされ,ド イツ とルクセ ンブル クのみが これ
までの議席 数 を維持することになった。
EUの 政策や法令が決定 されるのは,構 成 国の閣僚が参加す る閣僚理事会において である。 し
たがって,そ こでの票決方式は各国の権益 に大 きく影響す る。以下で は以上の合意事項 のうち,
「権限配分 の闘争」(石 井2005,P.97)と な り合 意形成が最 も難航 した1番 目の問題 につい てやや
詳 しく論 じておこう(9)。欧州委員会委員 を2名 選出 していた大 国は1名 を返上す るの と引 き換 え
に,閣 僚理事会 における特定多数決の票決方式の変更 を求 めた。アムステルダム条約 では,独,
仏,英,伊 の各10票 か らルクセ ンブル クの2票 までの幅で票が配分 され,87票 中62票 で多数
決が成立 し,23票 以上の反対で阻止 される。反対票が23～25票 の場 合には,一 定期 間審議 を継
続 して,65票 以上 の賛成で可決す る妥協 の道 を探 る こ とに なる(こ れを 「イオニアの妥協」とい
う)。加盟国が27力 国に拡大 した ときにもこの方式が維持 される と,EU総 人 口の10%を 占める
小 国群 の反対 で多数決が阻止 される可能性がある。大国はこの ような事態 を民主的ではない と主
張 し,欧 州委員会委員の2人 目を返上する代わ りに,人 口比が票決 に影響する道 を保障する こと
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を要求 し,他 方,小 国は国家の代表が集 う閣僚理事会 にお ける主権対等 の原則 を主張 した。
そ こで,ニ ース条約では,各 国の人口 に配慮 した票数配分(石 井2005,P.96,100)が なされ る
とともに,人 口要件 が加 え られた次 の ような特 定多数決が2005年 よ り実施 される ことになっ
た。す なわち,① 欧州委員会の提案の採択には過半数の加盟国が,そ の他の提案の採択には3分
の2の 加盟国が投票 し,② 全345票 中255票 の賛成があ り(加 盟国が27力 国の場合。15力 国の場合
は,全237票 中169票 の賛成で可決),③ 賛成 した国の人口がEU全 人 口の62%以 上 を代表 している
ことが必要 となった。③ によ り人 口比が32%を 超 える国の反対 で否決で きる ことになった。 こ
れが意味 を持つ のは,27力 国の場合 には,ド イッ とそれ以外 の大 国2力 国が反対派 を形成 した
場合だけである。 ドイツは人口において英仏 を2000万 人上回る ことか ら,票 数配分 において上
積み を要求 したが,フ ランスが同数 を主張 して譲 らず,ド イツはこの点では譲歩す るの と引 き換
えに,「62%人 口要件」 において自国の影響力 を確保 したのである。
2.2.2.共 通農業政策の改革
EU予 算 の最大 の割合 を消化 している共通農業政策(CAP)は 常 に改革の対象で あ り,外 圧 を
契機に改革が なされて きた。 ウル グアイ ・ラウン ド農業交渉 を通 じて,1992年,所 得保障 の方
式 を価格支持か ら直接支払いへ変更する とい う改革が なされた。これにより,効 率的な大経営の
生産価格が価格支持の基準 にされ,そ の価格 で生産で きない中小経営 には直接支払いがなされる
こ とになった。
ポー ラン ドを筆頭 に農業 のウェイ トが高い中東 欧諸 国が加盟す る と,CAPのEU財 政 に及 ぼ
す負担 は増大す る。東方拡大 はウルグアイ ・ラウン ドに続 くCAP改 革の契機 となった。「アジェ
ンダ2000」 において中期財政 改革 の指針 を示 した の に続 いて,欧 州 委員会 は 「加 盟の ための
パー トナー シップ」 を発 表 し,加 盟 申請国の農業がEU財 政 にとって負担 とな らない ことを求め
た(石 井2004,PP.77～78)。 農産物の生産費がEUの40～80%で ある中東欧諸国がCAPに 参加す
る と,EU15力 国には競争で きない農家が少な くないことか ら,価 格引下 げが必要 とな り,1999
年の欧州理事会で,穀 物 な どの支持価格 の引下 げに合 意 した(田 中素香他2001,P.79)。 さ らに,
欧州委員会 は,2002年,農 業構造改 革や農村 改革 を柱 に した 「拡大 と農業」 を発 表 した(石 井
2004,p.134)o
農業は,中 東欧8力 国 とキプロスお よびマルタのEU加 盟交渉において,最 も難航 した問題で
ある。欧州委員会は財政難 を理 由に,2004年 には新規加 盟国へ の直接支払額 を現加盟国の25%
とし,そ の後,毎 年漸増 して2013年 にEU水 準 と同等 とす る,と い う提 案 を行 った。 この提案
に対 して,新 規加盟 国は,農 業大 国ポー ラン ドを先頭 に,直 接支払額の格差 は競争上不利に働 く
こ とを理 由に,現 加盟国 と同等の条件 を要求 してEU側 と激 しく対立 したが,2002年12月 の コ
ペ ンハーゲ ン欧州理事会において,次 の ような合意に達 した。すなわち,EU財 政か らの支出額
は欧州委員会 の提案 どお りとするが,新 規加盟国は自国の国家予算 か らの追加支出によって直接
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支 払額 の格 差 を埋 め る こ とが 可 能 とな り,新 規加 盟 国へ の直 接 支 払 額 は2010年 にEU水 準 に達
す るこ とに な った(各 国に割 り当てられたEUの 農村開発予算 を追加的な直接支払いの財源 とすることも・∫
能)。 以 上 の合 意 は,EU財 政 の一 部 を新 規加 盟 国の 国家 資 金 に よっ て肩代 わ りす る とい う こ とで
あ り,直 接 支 払 いの ほ か生 産枠 な どにつ い てEUが 行 っ た多 くの譲 歩 に もか か わ らず,農 業 交 渉
の 結 果 は,EUが 用 意 した 当 初 の 支 出上 限 を大 き く超 え る もの で は な か っ た(田 中信世2003,
P.13)(lo)。
3.共 通外 交 ・安全保 障政策 の展開
外交,安 全保障,防 衛 は,国 家の排他 的な主権行為 の中で もとりわけ中核 的領域 に属する もの
として認識 されて きた。越境 的共同体 としてのEUは,こ の中核 的領域 において も,冷 戦後 に噴
出 した地域紛争 に対 して共 同行動 を とる必要性 か ら,共 通政策 を模索 し始めた。著者は,EUが
政治協力 を経 て共通外交 ・安全保障政策 とその一領域 であ る欧州共通安全保障 ・防衛政策を標榜
しそれ らを形成する経緯 を明らかに している。
3.1.欧 州政治協力
1950年 代前半,冷 戦が激化す る中で,ド イ ツの軍事 的台頭 を牽制 しなが ら欧州全体 の安全保
障体制の強化 を図る目的で欧州防衛共 同体(EDC)が 構想 されたが,ド イツの再軍備 を懸念す る
フランスの反対 で流産 した。 しか し,共 同防衛構想 は西欧同盟(WEU)の 発足へ とつながってい
く。EDC挫 折後,1954年,ブ リュッセル条約(1948年 にベネルクス3国 とイギリス,フ ランスの間で
締結された相互援助条約)を 修正 し,こ れ に基づいて1955年,ベ ネルクス3国,フ ラ ンス,イ ギ リ
ス に加 え西 ドイッとイタリアが参加 して西欧同盟(WEU)が 成立 した。 しか し,そ の安全保障機
能がアメリカ率いるNATOと 競合す るな どの理 由で,WEUは 発足直後か ら休 眠状態 となった。
政治統合への意思は フランスが提 案 したフーシェ案(1961年,62年)に おいて示 された。これ
は,国 家 主 権 が 侵 害 され る超 国家 主 義 的 な欧 州統 合 に反対 して,「 諸 国 家 の 連 合(unionof
states)」としての欧州統合 を実現す るため に,経 済 だけで な く,政 治,外 交,安 全保障 ・防衛 な
どあ らゆる問題について協議する政府 間会議 を定例化す るという構想である。 しか し,こ の構想
は,そ の ドゴール色の強 さや フランスによる政治的 コン トロール を懸念する小国の反対によって
挫折 した(石 井2005,P.X66,169)。 政治統合へ の糸 口が見 出せ ない中で,1969年 のハーグ首脳会
議で,外 相 に対 して政治協力 に関する改善策の検 討が指示 され,そ れを受 けて1970年,ル クセ
ンブル ク外相会議で欧州政治協力(EPC)の 枠組みが生 まれ る。 しか し,EPCはECと は別の枠
組み として発足 した ものであ り,EC条 約やEC法 の適用対 象 とされず,そ の決定 は法的拘束 力
を もたなかった。EPCが 法的基盤 を獲得 したのは,1987年 に発効 した単一欧州議定書 において
第3編 「外交政策の分野にお ける欧州協力に関す る規定」が定め られることによってである。
冷戦終焉後の世界情勢 の激変は,政 治協力 を超 えてEUを 共通外 交 ・安全保 障政策(CFSP)へ
150商 経 論 叢 第41巻 第2号(2006.3)
と駆 り立 て る と とも に,NATOと 欧州 独 自の安全 保 障 との 関係 とい う問 題 を浮 上 させ,欧 州 安
全保 障 ・防衛 アイ デ ンテ ィテ ィ(ESDI)の 模索 とCFSPの 一 部 と して の 欧州 共 通 安 全保 障 ・防衛
政 策(CESDP)の 構 築 へ と向か わせ た。
3.2.共 通外交 ・安全保障政策
まずCFSPの 進展 につ いてみ よう。CSFPは1993年 に発 効 したマ ース トリヒ ト条 約に盛 り込
まれ た。CSFPで はEPCと 異 な り,政 策手段 と して 「共通 の立場」の ほか 「統一行動」 を実施
す ることがで きる。「共通の立場」 とは域外第三国 に対 して,あ るいは国際会議 においてEUの
立場 を規定する ものであ り,「統一行動」 とは単なる声 に とどま らず実際の行動 を伴 うものであ
る(島 野他2000,P.233)。 欧州理事会がCFSPの 原則 と一般 的指針 を定め,こ れに基づいて閣僚理
事会が特定多数決に より統一行動の対象 となる事項を定め ることがで きる。
CFSPは アムステルダム条約 で さらに次 の点で進展 した(石 井2005,PP.174～177,島 野他2000,
pp.242～245,辰 巳2004,pp.191～193)。
(1)「 共通の戦略」 とい う新 しい概念が導入 された。マース トリヒ ト条約では,欧 州理事会の
定 める一般方針 に基づ いて閣僚理事 会によって政策決定が なされていたが,ア ムステルダム条約
では,欧 州理事会 はさらに,「 加盟 国が共通の重要 な利益 を有す る領域 において,同 盟に より実
施 され る共通の戦略」 を決定で きるようになった。そ して閣僚理事会は欧州理事会 に対 して共通
の戦略 を勧告することがで き,統 一行動や共通の立場 を採択することによって共通 の戦略 を実施
する(第13条)。
(2)CFSPを 担当す る上級代 表のポス トが新設 された。
(3)CFSPの 防衛的側面 を規定 した第17条 で は,「WEUはCFSPの 防衛 面 を策定す ることに
おいてEUを 援助 する」,「EUは,防 衛 にかかわるEUの 決定お よび行動 を策定 し,か つ実施す
るため,WEUを 利用 する」 と述べ られ,WEUが 防衛問題 において実践 を担 うこ とが明確 にさ
れた。
(4)同 じ第17条 に よって,人 道援助や平和維持 な どの活動(こ れらの任務は,WEUが1992年 に
ペータースベルクで開いた外相 ・国防相会uで 伝統的任務に加え採択したもので,ペ ータースベルク任務と呼
ばれる)がCFSPの 対象領域 に盛 り込 まれた。
(5)建 設的棄権 の制度が導入 された。これは,閣 僚理事会 における全会一致によって決定がな
され る場合,加 盟国は採決 を棄権す ることがで き,他 の加盟国 だけで決定 する ことが可能 とな
り,採 決 を棄権 した加盟国にはその決定 は適用 されないが,決 定はEUを 拘束す るとい うもので
あ る(た だし,棄 権を認められた加盟国が加重投票の3分 の1以 上の場合には,決 定は採択されない)(第23
条)。 アムステルダム条約 では柔軟性の原則 が導入 されたが,こ の原則はCFSPに は適用 されな
か った。建設 的棄権 は,CFSPへ の柔軟性 の原則 の適用を事実上可能 とす る措置である。
さらに,第5次 拡大 に伴 う機構 的整備 を主眼 とするニース条約(2003年 発効)で は,CFSPの 領
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域 で次の ような改革が な された(石 井2005,P.190,辰 巳2004,PP.193～194,ブ リュッセル ・センター
2003)o
(1)ア ムステル ダム条約で は柔軟性 の原則 はCFSPに は適用 されなか ったが,ニ ース条約 は
CFSPの 領域 で 「強化 された協力」 を実施す ることを可能 に した。ただ し,「 強化 された協力」
の対象 となるのは統一行動 あるいは共通 の立場 の実施 に関する事項で,軍 事,国 防に関す る事項
についてはそれ を実施す ることはで きない。「強化 された協力」 の実施 の許可 は,閣 僚理事会 に
おいて,全 会一致を求めない場合,特 定多数決 によって与え られる。
(2)特 定多数決による決定事項が追加 され,EUが 他 の国家 ない し国際機関 との問で,統 一行
動 または共通の立場の実施 に関わる国際協 定を締結す る場合,閣 僚理事会 は特 定多数決でこれを
決議す ることがで きることになった。
(3)EPCの 機構iの一つであ った政治委員会(外 務省政務局長から成る)が 政治 ・安全保 障委員会
に改組 され,閣 僚理事会 の責任 のもとで危機管理の政治的 コントロールや戦略的指揮を行 うとい
う役割 を担 うようになった。
3.2.欧 州共通安全保 障 ・防衛政策
次 に,EUが 欧州共通安全保障 ・防衛政 策を築いてい く過程 を追 っていこう。
冷戦終結後勃発 した湾岸 戦争,ユ ー ゴ紛争,コ ソボ紛争 な どの地域紛争 に対 して,EUはEU
として共同で果たすべ き役割 をほとんど果 たせなかった。地域紛争 に直面 してその無力 さを痛感
したEUは,共 同防衛の必要性 を強 く認識す るようになった。共同防衛 に関す る論議の中心 は,
欧州独 自の共同防衛体制 を確 立す るか,NATO体 制の中で アメリカとの協調 を優 先するかで あ
り,こ の二つの路線は容易に交わろ うとは しなかった。マース トリヒ ト条約は,共 通外交 ・安全
保障政策 はEUの 安 全保障に関するすべ ての問題 を含 み,将 来は共通 防衛政策 を策定す る と規定
する一方で,EUの 防衛政策はNATOの 枠内で確 立され る共通の安全保 障 ・防衛政策 と両立す る
と してい る(石 井2004,P.173)。 この こ とか ら,「 マー ス トリヒ ト条約 は,防 衛 政 策 に関す る限
り,政 治統合の強化 を図る加盟国 とそれ に抵抗する加盟国 との,換 言す れば欧州独 自の防衛政策
の確 立を図 る加盟国 と大西洋協力関係 を重視す る加盟国 との問の妥協の産物 といわれ る」(辰 巳
2004,P.198)。 欧州防衛協力の基盤であるWEUとEUの 関係 について も,両 者のパ ー トナーシ ッ
プを強めるべ きだ とい うイギ リス を中心 とす る考え と,WEUのEUへ の統合 を目指すフラ ンス
を中心 とす る考えが並立 していた(石 井2005,P.185)。
この ような状況 はユー ゴ紛 争,コ ソボ紛争 が勃発 す る中で大 き く変化 した。NATOの 側 で
は,欧 州の安全保障は欧州 に依存せ ざるを得 ない状況 とな り,欧 州独 自の安全保障 ・防衛能力 を
高めるべ きであ るとい う欧州安全保障 ・防衛 アイデ ンテ ィテ ィ(ESDI)を 認め,WEUが 主導す
る作 戦行動 においてNATOの アセ ッ トを利用する ことを承 認 した。他 方EUの 側 で は,圧 倒 的
軍事力 によって問題 を解決するアメ リカの前 では,EUと して共同で果 たす こ とので きる役割 は
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ほ とんど皆無であるとい う現実に直面 して,EUが 自律的 な行動力 を持つ ことが必要 であ るとい
う認識が高 まっていた。 この ような中で1998年10月 にオース トリアで開かれた欧州理事会にお
いて,イ ギ リスのブレア首相が,ア メ リカとの協調関係 を優先 してきた従来の方針 を転換 して,
欧州独 自の安全保障構想 を打 ち出 した。そ して同年12月 の英仏首脳 会議 において,両 国首脳 は
EU独 自の安全保 障 ・防衛構想 で合意 した(石 井2005,PP.185～186)。 これ以降,事 態 は急速 に展
開す る。1999年4月 にワシン トンで開催 されたNATO首 脳会議 で,NATOが 全体 として関与 し
ない場合,EUが 独 自の行動 をとる能力 を持つ ことが承認 された。1999年6月 のケル ン欧州理事
会でWEUをEUへ 統合す ることが決定 され,WEUは ペー タースベルクの任務 に該 当す る責任
をEUに 移管することとなった。1999年12月 のヘル シンキ欧州理事会では,ペ ー タースベル ク
の任務 を遂行す るため に緊急対応部隊を設立す ることが決定 された。その内容は,ペ ータースベ
ル クの任務 を遂行す るため に,常 設ではな く60日 以内 に配備 され少 な くとも1年 間駐留で きる
5～6万 人規模 の部隊 を2003年 までに編成する とい うものである(石 井2005,P.188)。 そ してボス
ニア ・ヘルチェゴビナ(2003年1月),マ ケ ドニア(2003年3月),コ ンゴ(2003年6月)な どにおい
て,NATOが 関与 しない場合 に限 る とはいえ,EU独 自の人道 支援 ・治安維持活動 が行 われた
(石井2005,P.196)。 さらに2003年 には,NA『rOか ら独 立 したEU独 自の軍事 司令 部が創設 され
た。 また同年,欧 州安全保障戦略が採択 され,テ ロ,大 量破壊 兵器 の拡散,地 域紛 争,国 家破
綻,組 織犯罪 とい う新 たな脅威 に対応 す るために,多 国間協力 を進 めてい くとい う構想 を示 し
た。
以上の ようにEUは,市 場統合,通 貨統合に とどま らず国家主権 の中核 に属す る安全保 障 ・防
衛政策の共通化へ と進んでいる。 ここか らは,ア メ リカ,NATOか らの 自立 を目指 しなが ら,
軍事力の近代化 の遅れのためにNATOの 輸送能力 や情報収集能力 などに依存せ ざるを得ず,ア
メ リカ,NATOと の関係 に配慮 しなが ら長期 的に欧州 の軍事 的 自立 を図 るEUの 姿 が浮かび上
が って くる。 また,2003年 に決定 された欧州安全保 障戦略で挙げ られている新 たな脅威 は,加
盟国領土外 での防衛戦争 に道 を開 くものであ り,ブ ッシュ ・ドク トリンと通底 していると思われ
る。EUが グローバ リゼー シ ョンに包摂 される懸念が表 明 され,ま た,EUが く帝 国〉であるか
否か とい う議論 もなされてい る中で,そ のアイデ ンティテ ィは安全保障の分野 においても問われ
ていると言 うべ きであろ う。
4.NeoliberalismとEmbeddedNeoliberalism
1990年 代以 降,EUは 通貨統合 と東方拡大 を実現 し,さ らに共通外交 ・安全保 障政策 を実行 し
始 め,将 来的にはEU独 自の軍隊を持つ ことを志向 してい る。 このような統合 の進展 はEUを ど
こに導 くのだろ うか。著者は終章 「グローバ リゼー シ ョンとヨ0ロ ッパ」 において,次 のような
問題 を提起 している。欧州は,EU加 盟 国の主権 の一部 を超 国家機 関に委譲 して,「 ヨー ロ ッパ
地域の連帯,人 材の育成,環 境,福 祉へ の配慮 な ど経済 ・社会面で,自 由市場経済 中心のアメ リ
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カ アメ リカ型資 本 主義 に対 して,ヨ ー ロ ッパ 型 資本 主 義 の モ デ ル を呈 示 した」(石 井2005,
p.273)。 現在,ア メ リカ型資本主義が推進す るグローバ リゼーシ ョンの中で,欧 州は 「市場の建
設 よ りも,超 国家 レベルで もっと有意義なことを」なすか,そ れ ともグローバ リゼーシ ョンの中
に包摂 されて しまうのか。この問いに対 して著者は こう答 えてい る。「ヨー ロッパ の地域化 が他
の どの地域 より着実 に発展 していることか らすると,グ ローバ ル化 の中に埋没することは有 り得
ない と考えている。2010年 までに世界で最 も競争力のあ る知識先導型 の経済 を構 築する とい う
リスボ ン戦略実現 の挑戦はまさにこの ことを何 よ りも物語っている。 この包括的な経済活性化 戦
略の行方は逆 に世界 にグローバ ル化 の波 を発信 して いる」(石 井2005,PP.275～276)。 著者が提起
しているのは,現 在のグローバ リゼーシ ョンの中での欧州社会モデルの行方 とい う問題である。
著者は欧州社会モデル に希望 を見出 してい るが,2005年3月 の ブリュ ッセル欧州理事会 で リス
ボン戦略が見直 された ことか ら見て も,そ の将来は楽観で きない と思 われる。最後 にこの問題に
ついて考察 しよう。
4.1.経 済通貨同盟 とNeoliberalism
労使対立や失業,貧 困 といった資本主義の生み出す矛盾 を緩和 し,社 会 的安定 を維持す るため
に,欧 州は,労 働者の代表の経営への参加 を認め,福 祉 国家政策を実行 してきた。 この ように 自
由主義 を確 立す る と同時 にそれを制限す る理念 を,19世 紀の 自由主義 と対 比 して,embedded
liberalism(11)とい う。embeddedliberalismと いう理念 は第二次世界大戦後,先 進 国に共有 された
が,こ の理念 をと りわけ強 く維持 しているのが欧州である。市場経済 の枠組 み を維持 しなが ら
様々な社会 的規制 を加えることによ り労働者を保護す るという一種 の社会 的妥協 を原理 として編
成 されたのが欧州社会モデルである。 しか し,こ の欧州社会モデ ルは,1980年 代以降,embed-
dedliberalismがneoliberalismへ 転換す る中で激 しく揺 さぶ られている。その震源の第一 は,徹
底 した規制緩和 によって労働者や労働組合の既得権 を剥奪 したサ ッチャー政権である。そ して も
う一つの震源が,経 済通貨 同盟(EMU)の 形成である。EMUの 論理を見ていこう。
単一通貨 の導入 に成功 した現在 の統合の起点 は1979年 の欧州通 貨制度(EMS)の 創設 に求め
ることがで きる。EMSの 目的は域内固定相場制 を維持す ることであ り,そ のためには加盟国が
一致 して安定化政策 を採 ることが不可欠 となる。 しか し,1982年 までは各国がバ ラバ ラな政策
をとっていたため,EMSは 頻繁 に平価変 更 を行 うこ とを余儀 な くされ,不 安定 な状 態が続 い
た。特 に問題 となったのがフラ ンスである。
フランス は1981年 に政権 に就 いた ミッテラ ンの下でケ インズ政策 を実施 して不 況か らの脱 出
を図った。 しか しこの 「ミッテランの実験」 は,二 度のフラン切下げに もかかわ らず 国際収支 の
赤字,失 業率 の上 昇 を もた らし,危 機 を収 束す る こ とはで きなか った。そ こで フラ ンス は,
EMSを 離脱 し,為 替管理 を実施 して景気 拡大策 を継続す るか,そ れ とも緊縮政 策 に転換 して
EMSの 域内固定制に留 まるかの選択 を迫 られ,結 局,前 者の ような冒険的政策 を採る ことはで
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きず,1983年,フ ランスが緊縮政策 を実施す ることと引 き換 えに基準相場 を8%切 り下げ,40
億ECUの 貸付 を受けることで合 意 した。 このようなフランスの政策転換 を契機 に,各 国の経済
政策は安定化政策へ と収敏 し,EMSは 安定へ と向か うようになった。
こうして,自 由化 と物価安定 を基本 とす るneoliberalismが 定着 し,そ れに基 づいて統合 が推
し進め られる。1980年 代後半 か ら,非 関税障壁 を撤廃 して国際競争力 を強化す ることを狙 った
域内市場統合戦略がス ター トす る。その成功 を受けて1988年 か ら通貨統合が開始 され,(1)資
本移動の 自由化,(2)機 構 的整備,(3)単 一一通貨の導入,と い う通貨統合の3段 階 と,第3段 階
へ移行するため に諸 国が満 たすべ き4つ 収敏条件(物 価安定,低 金利,健 全財政,為 替相場の安定)が
設定 される。 これ らの条件 は市場の規律 を受け入れることを意味 してお り。 この4条 件 を満た し
た11力 国が1999年 よ りユー ロの導入 を開始 した。
経済政策の自律性,為 替相場の安定,資 本移動の 自由の三者 を同時 に達成することはで きない
とい う 「国際金融の トリレンマ」の議論 を援用す ると,通 貨統合 とは,資 本移動の 自由を所与 と
して,政 策的自律性 を犠牲 にして為替相場 の安定 を確保 した究極 の姿である。EMUで は失業 を
救済 し完全雇用 を実現す るための政策的 自律性 は極力押 さえ込 まれてい る。独 仏 を始め とす る
ユーロ圏の主要国が遵守す ることが困難なことから安定成長協定が緩和 された とはいえ,裁 量的
なケイ ンズ政策が許容 されるわ けではない。 また,欧 州中央銀行(ECB)は 独 立性 を保 障 されて
お り,い かなる組織や機 関に対 して も説明責任 を負 わない。 これは 「EMUの 非政治化 された構
造」(星 野2003,P.93,星 野2004,P.113)と いわれ る。ECBが 最優先課題 とす る物価安定 を実現 す
るためには,景 気拡大 などを求める政治的圧力 によって金融政策が左右 されるこ とがあってはな
らず,ECBの 「非政治化 され た構 造」 はそのための ものであ る。 その運営 がテ クノクラー トに
委ね られている点で一見 中立的 に見 えるが,ECBはneoliberalismを 体現 している。ユ ーロ圏は
ECBに よる一元化 された金融政策に服す ることになったが,イ ンフ レ率 は収敏せず,低 い実 質
金利 の下で高成長 ・低失業 を実現 している国(ア イルランド,ス ペイン)が ある一方,独 仏 のよ う
にインフレ率は低 いにもかかわ らず高い実質金利 によ り,低 成長 ・高失業に喘 ぐ国が 出て きてい
る(星 野2003,P.105～106)。 さらに,EUの 政策 がneoliberalismを 体 現 してい るこ とは,東 方拡
大 において用意 したのが 「ミニマムな財政 出動」であった点に も表れている。
政策的自律性や為替切 ドげが許容 されない となれば,不 況を克服す るために,構 造調整 を実行
しなければな らず,そ れは,コ ーポラテ ィズムによって成 り立 っていた労使関係 をフレキシビリ
ティへ と向か うレジーム競争へ と巻 き込 む。通貨統合 のために強制 された安定化政策 を一因 とす
ることか ら 「マース トリヒ ト不況」 ともいわれる1990年 代 の不況 を背景 に,マ ース トリヒ ト条
約が欧州の正統性 の危機 の象徴 となったことは不思議ではない(Bieling2001,P.103)。 そ して,ブ
レアの登場 に象徴 される欧州政治の左 旋回が生 じ,ユ ーロ導入時の1999年1月 に,左 派政党が
政権 に参加 している国がEU15か 国中13力 国にも上 った ことも同様である。
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3.2.ソ ーシ ャル ・ヨーロッパの追求
しか し,以 上の ことか ら,1980年 代後半以降のEU統 合 の過程 をneoliberalismの 浸透 と等値
す るの は一面 的である。EUが 市場統合 と通貨統合 を推 し進 めた時期 は,同 時 に,EUレ ベ ルで
の社会政策が追求 され,「 ソー シャル ・ヨー ロッパ」の建設が 目指 された時期で もある。その建
設 を担 った中心人物 は,市 場統合 と通貨統合 を主導 したの と同 じジャ ック ・ドロールである。
労働や社会保障 などの政策の共通化 は,経 済統合 と対比 して統合 の 「社会 的次元」 といわれ
る。 ローマ条約 の段 階では,労 働の 自由移動 を実現す るために,移 動労働者に他国で も同等の社
会保障 を受 ける権利 を保障するなど,経 済統合の条件 として必要 な政策が 「社会的次元」 におけ
る統合 のアジェンダとして取 り上げ られるにとどまった。 また,こ の分野 における取組みは,各
国の協力 を進めるとしているだけであ ったが,そ れ は,「 社会政策の調和 は経済統合 の最終的 な
産物であ り,経 済統合に事前 に必要 な要素 とはみ なされていなか った」(伊 藤2004,p.6)こ とに
よる。1970年 代 になると,労 働 政策の分野 にも着手 される。 しか し,労 働 関連指令案 は閣僚 理
事会の全 会一致 によって採択 され ることになってお り,こ れは,1979年 に新 自由主義 的政 策 を
推 し進めるサ ッチ ャー政権がイギリスで誕生 して以来,EUレ ベルでの社会政策 の展 開 にとって
はきわめて高 いハ ー ドル となってい た。 これ らの理 由で,ド ロールの登 場以前 は,「 社 会的次
元」 における統合 は経済統合 に比べ大 きく遅れていた。
この ような状況の中で1985年 に欧州委員会委員長 に就い た ドロールは,社 会面での統合 と市
場統合は不可分 であ るとし,「 欧州社会領域」 の建設 に積極 的に関与 していった。1986年 に調印
された単一欧州議定書 では,社 会政策 に関 しては次 の二つの改正が行 われた。第一に,第118a
条が新設され,労 働者の健康 と安全 に関する指令は,閣 僚理事会 における特定多数決によ り採択
されることになった。第二に,第118b条 が新 たに設け られ,欧 州委員会が欧州 レベルでの労使
対話 を促進すべ きことが定め られた。次 に,1989年 のス トラスブール欧州理事会 で,法 的拘 束
力 を持たない11力 国(イ ギリスを除く)の 政治宣言 として,「 労働者の基本的社 会権 に関す る共 同
体憲章」(社 会憲章)が 採択 された。 これは,移 動の 自由,雇 用 と賃金,生 活 ・労働 条件 の改善 な
どの12項 目を労働者の基本的社会権 として定め,各 国政府 は これ らの権利 を保障す るための措
置 を採る責任 を負い,欧 州委員会 は法令の提案を行 うことを明記 している。
単一欧州議定書 により,社 会政策 に関す る意思決定は,労 働者の健康 ・安全 の分野については
特定多数決 に委ね られることになったが,労 働 条件等のいわば本丸部分 については全会一致の原
則が残 り,イ ギ リスが反対すれば欧州 レベ ルでの社会政策の展 開は阻止 される とい う事態が続い
た。そ こで欧州委員会 は健康 ・安全以外 の分野について も条約 に盛 り込み,特 定多数決の対象 と
しよう とした。 しか し,1991年 のマース トリヒ ト欧州理事会 で,イ ギ リスは これに激 し く反対
した。その結 果,イ ギ リスを除 く11力 国が 「社 会政策に関す る議定書」 と 「社会政 策に関す る
協定」 を作成 し条約本文か ら切 り離 し,イ ギ リスはこれに参加 しない(オ プト・アゥト)こ とで妥
協が成立 した。「議定書」では,11力 国の決定 と行動 にイギ リスが参加 しない ことが定め られ,
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「協定」では,労 働者の健康 と安全 のほか新た に労働 条件,労 働者への情報提供 と協議,機 会お
よび待遇 に関する男女 の均等,労 働市場か ら排 除された人々の統合 の分野が特定多数決の対象事
項 とされた(濱 口2001,p.15～16)。
この ような状況 は1997年 以降大 きく変わ った。 同年 イギ リスで保守党か ら労働党 に政権が交
代 したことによ り,「社会政策 に関す る協定」か らのイギ リスのオプ ト ・ア ウ トが終 わっただけ
でな く,マ ース トリヒ ト条約では付属文書であった 「社会政策に関する協定」 はほぼそのままの
形でアムステルダム条約に取 り入れ られ,さ らに同条約 には雇用政策 に関す る新章 が導 入 され
た。そ して,ア ムステルダム条約 の成立 を受けて,1997年 には雇用 問題のみ を議題 とするルク
センブル ク欧州理事会(雇 用サミット)が 開催 され,第1期 雇用戦 略(1997～2002年)が 幕 を開け
た。そこでは,就 業能力の向上,起 業支援,環 境変化への適応力 の強化,雇 用機会の平等化,の
「4つの柱」 か ら成る雇用戦略が打ち出された。第1期 雇用 戦略 の中間点に当たる2000年 にはリ
スボ ン欧州理事 会が 開かれ,2010年 まで に,ア メリカに比肩す る 「より多 くよ り良い雇用 とよ
り強い社会的連帯 を確保 しつつ,持 続的な経済発展 を達成 し得 る,世 界で最 も競争力があ り,か
つ力強い知識基盤経済 ・社会 を構 築する」(田 中友義2004,P.241よ り引用)こ とを目的 として 「リ
スボ ン戦略」 が決定 された。 ここで注 目すべ きことは,「4つ の柱」 に加 え,フ ル就業 という横
断的政策 目標(後 述)と 就業率(就 業者/(15～64歳 の全人口))に 関す る数値 目標が設定 されたこ と
である。後者 に関 しては,2000年 現在61%の 就業率 を2010年70%に 引 き上げる(女 性の就業率
は同期間に51%か ら60%に 引き上げる)と いう目標が掲 げ られた。第1期 雇用戦略 は2002年 に見直
され,2003年 より第2期 雇用戦略が スター トした。 また2005年 には,成 長 と雇用 の分野に政策
の重点 を移 した リスボ ン戦略の見直 し策が採択 された。
社会民主主義の伝統 の強い欧州では,失 業や貧 困といった資本主義 の矛盾 を緩和す るために,
手厚い労働者保護や社会保障を実施 して きた。 しか し,労 働者保護や社会保障が構造的失業 を生
んでお り,こ れ らの政策 を切 り捨 てることが経 済の活性化 につ ながる とい うのがneoliberalism
か らの批判であ り,そ の論理はEMUに 組み込 まれた。 しか し同時 に,市 場統合,通 貨統合 の進
展 と並行 して,欧 州 レベ ルでの社会 的規制が打 ち出 されている。「社会 的次元」 に全 く言及 して
いない域 内市場 白書 を1985年 に発表 した後,ド ロー ルは86年 に第118a・b条 の新設 を含 んだ
単一欧州議定書 を,89年 には労働 者の基本的社会権 を定めた社会憲章 を繰 り出 していった。域
内市場統合戦略は トランスナシ ョナルな巨大企 業が イニ シアテ ィブを取 る新 自由主義的プロジェ
ク トであるだけでな く,広 範 な社 会的規制を期待せ しめる ものであったが故 に,労 働者や労働組
合 をそのパー トナー(ジ ュニァ ・パートナーであるとはいえ)と して巻 き込む ことに成功 したのであ
る(Bieling2001,p.100)。 このような 「マース トリヒ トの妥協」 は上 で見た ように,雇 用条項 と社
会条項 を含んだアムステルダム条約,ル クセンブルク雇用サ ミッ ト,リ スボ ン戦略へ とつ ながっ
てい く。EUはneoliberalismをembed(制 限)し たembeddedneoliberalismを 社会統治原理 とし
ている。
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しか し,neoliberalismをembedす る要 素 は,戦 後,liberalismをembedし た 要 素 とは異 な っ
てい る。 リス ボ ン戦 略 で は フル就 業 とい う政 策 目標 が 掲 げ られた 。 フ ル就 業(fullempl。yment)と
は,非 自発 的失 業が 存在 しない完 全雇 用(fUllemployment)と は異 な る政 策理 念 で あ る。 これ は,
目に見 える形 で失 業 して い る人 々 よ りも,様 々 な理 由で 職探 しを してお らず 非労 働 力化 して い る
人 々 を問題 に し,失 業者 を非労 働 力化 す る こ とに よって短 期 的 に失 業率 を下 げ るの で は な く,非
労働 力化 して い る人 々 を労働 市 場 に参 加 させ,仕 事 に就 かせ る こ とを通 じて社 会 統 合 を進 め る と
い う政 策理 念 で あ る(濱 口2004,pp.176～ ユ78)。
フ ル就 業 とい う理念 を実現 す るた め には,様 々 な条件 が 整 え られ ね ば な らない 。 そ の第一 が 就
業 能力 の向 上 であ る。 これ は,失 業 者,福 祉 受給 者,高 齢 者 な どの労 働 市場 か ら排 除 され た人 々
が,自 助 努 力 に よっ て企 業 の 求 め る 訓練 ・教 育 を受 けた,「 雇用 され うる能 力」 の高 い 労働 力 を
供 給 す る こ とを 目指 す とい う もの で あ る。 そ して,そ の た め に は,成 人 失 業者 に は失 業 後12カ
月 以 内 に,青 年 失業 者 に は失業 後6カ 月以 内 に,訓 練,労 働 実 習 な どの機 会 が与 え られ ね ばな ら
ない,と して い る(濱 口2004,p.174>。 就 業 率 を上 昇 させ る た め に,以 上 の 労働 の供 給 サ イ ドに
対 して需 要 サ イ ドか ら打 ち 出 さ れ たの が 起 業 支援 で あ る。 ま た,neoliberalismが 労 働 市 場 の フ
レキ シ ビ リテ ィ を強調 す る の に対 して,欧 州 雇用 戦 略 で は,労 働 組 織 の 適応 能 力(ア ダブタビリ
テ ィ)が 挙 げ られ,パ ー トタ イ ム,有 期 雇 用,派 遣 労 働 な どの 多様 な労 働 形 態 を活 用 で き る フ
レー ム ワー ク を用 意す る方 向が 打 ち 出 され てい る(濱 口2004,p .180)。
以 上 の欧 州雇 用 戦略 を どの よ うに評価 すべ きであ ろ うか 。 マ ク ロ経 済 政 策 に よ って完 全雇 用 の
実現 を 目指 し,社 会 保 障 に よっ て失 業 を救 済 す る ケ イ ンズ 主 義 的 福 祉 国家 が 行 き詰 った と き,
neoliberalismが 用 意 した のが,雇 用 と解 雇 を繰 り返 す フ レキ シブ ル な労 働 市 場 を整 備 して 賃 金
を切 り下 げ,競 争力 を強化 す る とい う戦 略 であ っ た。 これ に対 して,欧 州 雇用 戦 略 は,よ り効 率
的 な,競 争 力 のあ る労 働力 を再 生産 す るこ とを通 じて供 給 サ イ ドを強化 す る とい う もの で あ る。
しか し,米 ・EUの1時 間 当 た りの労働 生 産 性 の伸 び を比 較 す る と,1996年 以 降EUは ア メ リ カ
に 立 ち遅 れ,そ の 差 は次 第 に大 き くな って い る(ブ リュッセル ・センター2004,p.13)。 また,労 使
対 話 とい う大 きな流 れ の 中 で,1990年 代 以 降,賃 金 抑 制 の傾 向が現 れ て い る。 特 に,1993年 を
転 機 に,フ ィ リ ップ ス 曲線 が 水 平 に な ってお り,失 業率 が 下 が っ て も賃 金 が 上 昇 して い な い(濱
口2004,p.181)。 この よ う な労 働 市 場 の柔 軟性 に は,パ ー トタ イム な どの 非 典 型 雇用 を活 用 して
労 働組 織 の 適用 能力 を高 め る とい う雇用 戦 略 が貢 献 してい る と思 わ れ る。 第2期 雇用 戦 略 にお い
て,就 労 貧 困層 に言 及 され てい る の は,労 働市 場 の 柔軟 化 に よって生 み 出 され たの が低 賃金 の仕
事 であ り,EUが そ の解 決 を迫 られ て い る こ との 表 れ で あ る(中 村健吾2005,P.317)。 ま た1就 労
を促進 す るた め に,働 くこ とが割 に合 う(makeworkpay)よ うに社 会 保 障 を改 革 す る こ とは,社
会 政 策 の経 済政 策へ の従属 につ なが る。neoliberalismを 制 限す る要 素 がneoliberal化 してお り,
そ れ に よっ てneoliberalismを 制 限 し,ソ ー シ ャ ル ・ヨー ロ ッパ を建 設 す る試 み を続 け て い るの
がEUの 現 状 で あ ろ う。
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第二次世界大戦後 ヨーロ ッパの正統性 を支 えた福祉 国家 は,脱 労働力化 した人々を福祉給付 に
よって救済す るケインズ主義的福祉 国家 という形 で,国 民経済の枠組みで維持 されて きた。1980
年代以降,こ の ような状況 は大 きく変化 した。第一一に,市 場統合 と通貨統合の進展 と並行 して国
民経済の枠組み を越 え,EU規 模 での社会政策が試み られる ようになった。第二 に,福 祉 国家 の
在 り方その ものが変化 した。す なわ ちneoliberalismが 浸透 し,社 会的規制が市場 の論理 に よっ
て左右 されるようになる中で,ケ インズ主義的福祉 国家は,勤 労す ることを前提 として福祉 を提
供す るシュ ンペー ター主義的勤労福祉 国家へ と変化 して いる(JessOP2002)。 ここで は,福 祉 は
入 々を勤労 させ るための手段 となっている。
政治的統合 を経て経済的統合 を実現することによって,資 本主義的国民経済が形成 されたのに
対 して,欧 州統合 は,経 済的統合 か ら政治的統合へ と進 んでいった。欧州統合は国民経済統合 と
は異なる道筋を辿 って きた。それは統合の 「社会 的次元」 について も同様である。 国民経済統合
の歴史的経験では,労 働 運動や労使 関係 に規定 されて社会政策が展 開 されて きた。これ に対 し
て,市 場統合 と通貨統合が進展 してneoliberalismが 浸透 した欧州規模 の経済領域 が出現 したの
に対応 して,欧 州社会領域 を形成する とい う課題が浮かび上がったとき,欧 州統合 においては,
EUレ ベルでの社会政策が まず展 開され,統 合の社 会的次元 の主体 はそのための 「ソーシャル ・
パー トナー」 として上か ら作 られて きた。 この ような 「官製の労使 関係」(濱 口2002,p.54)が 経
済統合 の進展 と並行 して積 み上 げて きてい る欧州規模の社会 的規 制 によって,neoliberalismを
どこまで制 限することがで きるのか,そ の有効性 が問われている。
注
(1)訳 出に当たって,駐 日欧州委員会の訳を参考に した。また細谷監修(1999)p。83も 参照。
(2>通 貨統合へ参加するための4つ の収敏条件は次の通 りである。(1)イ ンフレ率が最 も低い国の3力 国
の平均値を1.5%上 回 らない。(2)財 政赤字の対GDP比 が3%を 上回 らず,公 的債務残高の対GDP比
が60%を 上回らない。(3)長 期金利が,イ ンフレ率が最 も低い3力 国の長期金利の平均値 を2%上 回ら
ない。(4)為 替相場が,2年 間,ERMの 許容変動幅に収まっている。
(3)1997年 に行われた選挙は,98年 に予定 されていた総選挙 を前倒 しして行 った ものである。 この事情 を
軍司は次のように伝 えている。国民議会は1998年 春に任期切れを迎 え,同 じ年の5月 には通貨統合への
参加国を決定する首脳理事会がブリュッセルで開催 される。その直前に選挙が行われれば,ユ ーロ導入の
是非が争点になり,政 権政党には不利に働 く。通貨統合へ参加するための必須条件である財政赤字の削減
は,失 業対策や社会福祉を犠牲にする一方,ユ ーロ導入のメリットは不確実だか らである。 このような状
況で1998年 に選挙を行えばどうなるかは明 らかである。与党には1995年 の悪夢が よみがえる。欧州統合
に必ず しも積極的でなかったシラクは,当 時の ドイッ首相 コールの圧力で95年 に欧州統合主義者 に転向
し,最 優先課題を失業の解消か ら財政赤字の削減に転換 した。大統領の方針転換を受け,首 相ジュベは財
政赤字の削減に取 り組 んだ。 しか し,公 務員給与 の凍結や社会保障の改革 を盛 り込んだ予算案に反対 し
て,労 働組合 は大規模 なス トライキに突入 した。翌96年 に も,公 務員削滅や国営企業の民営化に反対 し
て労働組合はス トライキを行っている。
このような事態の再来を避けるためには,大 統領が国民議会の解散権を行使 して選挙を前倒しして行 う
しかない。 しか し,議 会を解散するには国家戦略上の大義名分が必要であるが,そ れを見つ け出す ことは
困難であった。 シラクが国民に訴えることがで きたのは,保 守政権が行ってきた改革を継続するためには
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議会で多数派を形成 し,政 権を磐石 なものにすることが必要だ という程度のことで しかな く,こ れでは国
民 を説得することはで きなかった。選挙の結果は,保 守中道連合249議 席,社 会党245議 席,共 産党37
議席,緑 の党などの環境派8議 席,諸 派29議 席 と,国 民は緊縮政策に厳 しい制裁を与 えた。
なお,コ アビタシオンが生 じるのは,大 統領の任期が7年,国 民議会(下 院)の 任期が5年 とずれてい
るからである。2002年 に選ばれる大統領か らは任期 を5年 に短縮 し国民議会の任期に合わせた。 これに
より,コ アビタシオンは生 じに くくなった(軍 司2003,第3・4章)。
(4)ア ムステルダム条約か らの引用は金丸(2000)に よる。
(5)エ ンプロイヤ ビリテ ィ(employability)と は 「雇用 され うる能力」を意味 する。訳 としては,雇 用
力,雇 用能力,雇 用確保力等の言葉が当てられているが,こ こでは就業能力 という訳 を採用する。
(6)ECBは 物価安定 を,総 合消費者物価指数の上昇率が2%未 満であることと定義 していたが,2003年
5月 より,そ の定義を,同 指数の上昇率が2%程 度であることと改めた。
(7)安 定成長協定 に定められた財政赤字の上限を遵守で きないことか ら独仏は赤字容認 を求め,2003年11
月,EU財 務相理事会はそれを受け入れ,制 裁手続 きを取 らないことを決めた(石 井2005,p.263)。 そ し
て2005年3月 の欧州理事会 において,安 定成長協定の規律 を緩和することについて合意 された(田 中友
義i2005,pp.102～103)。
(8)中 東欧諸国のEU加 盟 については,石 井(2005)第2・3章 のほか田中宏(2005)第4・5章,田 中友
義(2004a)な どを参考にした。
(9)以 下の論述については,石 井(2005)pp.95～97,中 村(2000)pp.16～20,を 参照 した。
(10)EUと 中東欧諸国との農業交渉の合意内容については,田 中信世(2003)を 参照。
(11)embeddedliberalismは 「埋め込まれた自由主義」 と訳 されるが,こ こでは原語で用いる。
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